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（ ）傍 線 部 分 は 改 正 部 分

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定介護予防支援介護給付費単位数表 指定介護予防支援介護給付費単位数表

介護予防支援費 介護予防支援費

イ 介護予防支援費（１月につき） 438単位 イ 介護予防支援費（１月につき） 431単位

注１・２ （略） 注１・２ （略）

ロ 初回加算 300単位 ロ 初回加算 300単位

注 指定介護予防支援事業所（基準第２条に規定する指定介護 注 指定介護予防支援事業所（基準第２条に規定する指定介護

予防支援事業所をいう。ハにおいて同じ。）において、新規 予防支援事業所をいう。）において、新規に介護予防サービ

に介護予防サービス計画（法第８条の２第16項に規定する介 ス計画（法第８条の２第16項に規定する介護予防サービス計

護予防サービス計画をいう。ハにおいて同じ。）を作成する 画をいう。）を作成する利用者に対し指定介護予防支援を行

利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、初 った場合については、初回加算として、１月につき所定単位

回加算として、１月につき所定単位数を加算する。 数を加算する。

ハ 委託連携加算 300単位 ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算 300単位

注 指定介護予防支援事業所が利用者に提供する指定介護予防 注 利用者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域

支援を指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業 密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）第 指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効

２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。）に 果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36

委託する際、当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介 号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準」という。

護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事業所におけ ）第43条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護を

る介護予防サービス計画の作成等に協力した場合は、当該委 いう。以下同じ。）の利用を開始する際に、当該利用者に係

託を開始した日の属する月に限り、利用者１人につき１回を る必要な情報を当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護を

限度として所定単位数を加算する。 提供する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定

地域密着型介護予防サービス基準第44条第１項に規定する指

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ

。）に提供し、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所における指定介護予防サービス等の利用に係る計画（指

定地域密着型介護予防サービス基準第44条第７項に規定する
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指定介護予防サービス等の利用に係る計画をいう。以下同じ

。）の作成等に協力した場合に、所定単位数を加算する。た

だし、この場合において、利用開始日前６月以内において、

当該利用者による当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所の利用について本加算を算定している場合は、算定し

ない。
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○ 厚 生 労 働 省 告 示 第 七 十 二 号

介 護 保 険 法 施 行 規 則 平 成 十 一 年 厚 生 省 令 第 三 十 六 号 第 百 四 十 条 の 六 十 三 の 二 第 一 項 第 一 号 の 規（ ）

定 に 基 づ き 介 護 保 険 法 施 行 規 則 第 百 四 十 条 の 六 十 三 の 二 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 厚 生 労 働 大 臣 が 定、

め る 基 準 を 次 の よ う に 定 め 令 和 三 年 四 月 一 日 よ り 適 用 す る た だ し 令 和 三 年 九 月 三 十 日 ま で の 間、 。 、

は 別 表 単 位 数 表 の 訪 問 型 サ ビ ス 費 の イ か ら ト ま で 通 所 型 サ ビ ス 費 の イ 及 び 介 護 予 防 ケ ア マ ネ、 ー 、 ー

ジ メ ン ト 費 の イ に つ い て そ れ ぞ れ の 所 定 単 位 数 の 千 分 の 千 一 に 相 当 す る 単 位 数 を 算 定 す る、 。

令 和 三 年 三 月 十 五 日

厚 生 労 働 大 臣 田 村 憲 久

介 護 保 険 法 施 行 規 則 第 百 四 十 条 の 六 十 三 の 二 第 一 項 第 一 号 に 規 定 す る 厚 生 労 働 大 臣 が 定 め る 基

準

一 訪 問 型 サ ビ ス 介 護 保 険 法 平 成 九 年 法 律 第 百 二 十 三 号 以 下 法 と い う 第 百 十 五 条 の「 」ー （ （ 。 。 ）

四 十 五 第 一 項 第 一 号 イ に 規 定 す る 第 一 号 訪 問 事 業 の う ち 地 域 に お け る 医 療 及 び 介 護 の 総 合 的 な 確、

保 を 推 進 す る た め の 関 係 法 律 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 平 成 二 十 六 年 法 律 第 八 十 三 号 第 五 条 の 規 定（ ）

に よ る 改 正 前 の 法 以 下 平 成 二 十 六 年 改 正 前 法 と い う 第 八 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 介 護 予（ 「 」 。 ）

防 訪 問 介 護 に 相 当 す る サ ビ ス を い う 以 下 同 じ 通 所 型 サ ビ ス 法 第 百 十 五 条 の 四 十 五 第ー 。 。 ） 、 ー （

一 項 第 一 号 ロ に 規 定 す る 第 一 号 通 所 事 業 の う ち 平 成 二 十 六 年 改 正 前 法 第 八 条 の 二 第 七 項 に 規 定 す、
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る 介 護 予 防 通 所 介 護 に 相 当 す る サ ビ ス を い う 以 下 同 じ 及 び 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 法ー 。 。 ） （

第 百 十 五 条 の 四 十 五 第 一 項 第 一 号 ニ に 規 定 す る 第 一 号 介 護 予 防 支 援 事 業 の う ち 指 定 介 護 予 防 支 援、

等 の 事 業 の 人 員 及 び 運 営 並 び に 指 定 介 護 予 防 支 援 等 に 係 る 介 護 予 防 の た め の 効 果 的 な 支 援 の 方 法 に

関 す る 基 準 平 成 十 八 年 厚 生 労 働 省 令 第 三 十 七 号 に 規 定 す る 介 護 予 防 支 援 に 相 当 す る サ ビ ス を（ ） ー

い う 以 下 同 じ に 要 す る 費 用 の 額 は 別 表 単 位 数 表 に よ り 算 定 す る も の と す る。 。 ） 、 。

二 訪 問 型 サ ビ ス 通 所 型 サ ビ ス 及 び 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト に 要 す る 費 用 の 額 は 厚 生 労 働ー 、 ー 、

大 臣 が 定 め る 一 単 位 の 単 価 平 成 二 十 七 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 九 十 三 号 に 規 定 す る 訪 問 介 護 通 所（ ） 、

介 護 及 び 介 護 予 防 支 援 に 係 る 一 単 位 の 単 価 に 別 表 に 定 め る 単 位 数 を 乗 じ て 算 定 す る も の と す る 。

三 前 二 号 の 規 定 に よ り 訪 問 型 サ ビ ス 通 所 型 サ ビ ス 及 び 介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト に 要 す る 費ー 、 ー

用 の 額 を 算 定 し た 場 合 に お い て そ の 額 に 一 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は そ の 端 数 金 額 は 切 り 捨 て、 、

て 計 算 す る も の と す る 。

別表

単位数表

１ 訪問型サービス費

イ 訪問型サービス費 1,176単位(Ⅰ)

ロ 訪問型サービス費 2,349単位(Ⅱ)
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、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定

しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからワまでにより算定した単位数の1000分の12に相当(Ⅰ)

する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからワまでにより算定した単位数の1000分の10に相当(Ⅱ)

する単位数

３ 介護予防ケアマネジメント費

イ 介護予防ケアマネジメント費（１月につき） 438単位

注 介護予防ケアマネジメント費は、利用者に対して、介護予防ケアマネジメントを行った場合

に、所定単位数を算定する。

ロ 初回加算 300単位

注 介護予防ケアマネジメント事業所（介護予防ケアマネジメントの事業を行う事業所をいう。

以下同じ。）において、新規にケアプランを作成する利用者に対し介護予防ケアマネジメント

を行った場合については、初回加算として、１月につき所定単位数を加算する。

ハ 委託連携加算 300単位

注 介護予防ケアマネジメント事業所が利用者に提供する介護予防ケアマネジメントを指定居宅
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介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令

第38号）第２条第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同じ。）に委託する際

、当該利用者に係る必要な情報を当該指定居宅介護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支

援事業所におけるケアプランの作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の属する月に

限り、利用者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。
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